
Ⅱ．地方公共団体における 児童虐待による 死亡事例等の 検証 
のあ り方 

虐待による子どもの 死亡をなくし、 子どもの心身の 成長に重大な 影響をもた 
らす虐待を防止するためには、 不幸にして生じた 死亡事例等についての 検証を 
十分に行 う 必要があ る。 検証に当たっては、 虐待に至った 背景、 当該家庭と地 
域 ・社会との関係、 関係機関の対応などを 詳細に把握し、 未然防止あ るいは深 
刻化防止のための 課題を明らかにした 上で、 必要な対策を 講ずる必要があ る。 
管内で発生した 児童虐待による 死亡事例や死亡に 至らないまでも 深刻な虐待 
事例などの情報を 積極的に収集、 検証するとともに、 虐待の防止策を 講じるこ 
とは地方公共団体の 責務であ るが、 検証に関して 積極的な対 f が図られていな 
い地方公共団体も 存在する状況であ る。 
このことは、 検証の重要性が 十分認識されていないこと、 検証を実施する 場 
合の手法等が 明確でないことにも 要因があ ると考えられることから、 ここでは 
検証を実施する 場合における 基本的考え方や 視点について、 実際に地方公共団 
体において実施された 検証から得られた 情報も踏まえて 記述することとする。 

「．地方公共団体における 児童虐待による 死亡事例等の 検証方法 

(1 ) 検証への関わり 方の姿勢 
死亡事例等の 検証の実施主体及び 性格としては、 ① 市 福祉事務所や 市町村 
保健センタ一などの 市町村の関係機関が 個別事例に関与していた 場合につい 
ては、 当該市町村が 課題を抽出し、 これを踏まえた 対応体制の整備を 図るた 
めに必要となる 一次的な検証と、 ②都道府県においてこれら 市町村の検証結 
果を踏まえ、 専門的・技術的観点からの 支援を含めた 管内市町村の 体制の点 
検 、 広域的観点からの 社会的養護の 体制整備のために 必要となる二次的な 検 
証とがあ る。 

また、 都道府県においても 児童相談所などが 個別事例に関与していた 場合 
などに一次的検証を 実施することが 必要となる。 
これらの検証の 実施過程においては、 関係機関等における 対応経過の確認、 
アセスメントの 内容、 援助方針等の 決定方法、 あ るいは他の機関との 意思疎 
通 が結果的にどうであ ったのかなどについて、 関係機関等の 記録の分析や 個 
別ヒアリンバなどの 過程で事実関係や 経過を明らかにしていくことになる。 
事例検証はあ くまでも今後の 児童虐待防止対策を 構築する上での 課題を抽出 

することを重要な 意義・目的とするものであ り、 関わりのあ った関係機関や 
関係者の個別判断について 責任の追及を 目的とする姿勢は 避けるべきであ 
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視点を持っことが 必要であ る。 

[ 市町村が検証を 行 う 場合 ] 
市町村においては、 その課題や対策の 内容が都道府県レベルとは 異なる 
ことから、 個別に検証を 実施する必要があ り、 都道府県とその 内容を共有 
することが必要であ る。 一例として、 虐待防止ネットワークの 実務者会議 
又は個別ケース 検討会議において、 虐待事例の検証を 実施することとして 
いるところもあ る。 

②専門家等の 第三者による 関与等 
死亡事例等の 分析・検証の 実施及び今後の 体制構築の検討に 当たって 
は、 当該事例の社会に 与える影響度や 課題の重要性あ るいは専門的見地か 
らの検討の必要性などを 考慮し、 専門家等の第三者による 関与や意見の 反 
映を図る必要があ る。 

この専門家等の 第三者による 関与や意見の 反映の方法としては、 ア ) 審 
議会委員、 イ ) 外部委員による 検討チーム、 ウ ) 自治体及び覚部委員によ 
る 合同検討チームでの 検討の実施が 考えられるが、 客観性、 専門性の観点 
からは、 できるだけ外部委員の 視点を入れることが 必要であ る。 その際、 
当該外部委員の 守秘義務については 十分留意する 必要があ る。 
また、 児童相談体制に 市町村が入ることで、 福祉、 保健、 医療、 教育な 
どの観点及び 地域ネットワーク や 啓発といった 観点から幅広い 取り組みが 
重要になるという 視点をもっことが 必要であ る。 
なお、 今後の市町村の 果たす児童相談の 役割や関係機関間の 連携の必要 
性を踏まえると、 都道府県レベルの 検討においても 市町村の役割とこれ へ 

の後方支援の 在り方など市町村と 都道府県の関係についての 視点を考慮す 
る必要があ る。 

③検証結果の 公表等 
死亡事例等の 概要、 課題、 今後の体制整備など 検証結果の公表について 
は 、 他市町村や関係機関等への 周知などの必要性に 応じて実施することが 

望まれる。 
この場合、 個人のプライバシ 一に配慮し、 個人情報の扱いについて 自治 
体の条例等に 基づき十分留意する 必要があ る。 

④検証に当たっての 留意点 
先に述べたよ う に、 事例検証はあ くまでも今後の 児童虐待防止対策を 構 
築する上での 課題を抽出することを 目的とするものであ ることから、 関わ 
りのあ った関係機関や 関係者の個別判断について 責任の追及は 避けるべき 
であ り、 次のようなことにも 留意が必要であ る。 
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ア ) 検討会等において 担当者の個別ヒアリンバを 実施する場合は、 ヒアリ 

ング体制や出席についての 本人の意向への 十分な配慮が 必要であ る。 

イ ) 検証結果から 得られた課題は、 関係組織・機関の 課題として位置付け 

ることとし、 担当者個人の 問題とすべきではない。 

ウ ) 検証と併せて、 担当者のメンタルヘルスケア、 組織への総合的な 援助 

の方向性の確認などを 適切な時期に 行 う ことが必要であ る。 

エ ) 検証結果が、 職員の処分の 有無やその内容に 反映することが 考えられ 

ることから、 担当者個人の 責任問題に終始することなく、 組織の体制強 

化にっながるものにしていくよ う 、 人事部局との 十分な調整が 必要であ 

る 。 

国及び地方公共団体における 検証結果の意義及び 課題への対応 
先に記述したよ う に、 児童虐待による 死亡事例等の 検証の目的は、 当該地 
方公共団体の 現状の体制に 関する課題の 抽出及びこれを 踏まえた対応体制の 
強化を図ることであ る。 

さらに、 これらの事例から 国 ( 検証委員会 ) や都道府県が 二次的な検証を 
実施し、 関係者に共通する 課題等について 分析・公表することは、 直接の当 
事 者でなくても 類似の課題への 検証 力 を高めることになることから、 類似し 
た要因による 死亡事例等の 発生を未然に 防止することが 期待される。 
また、 死亡事例等は 様々な要因が 複雑に絡み合って 発生している 場合が多 
いことから、 現場担当者の 努力だけを求めるものではなく、 現場担当者を 支 
援する組織的対応力の 強化、 関係機関間の 連携の強化、 要保護児童に 対応す 
る 社会的資源の 充実など多角的観点から 対策を強化していく 必要があ る。 こ 
うした点について、 国、 地方公共団体、 その他の関係機関が 共通認識を持っ 
て対応していくためにも、 事例の検証作業を 有意義なものとしなければなら 
ない。 
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0 おわりに 

国 ( 検証委員会 ) は、 地方公共団体が 実施した死亡事例等の 検証を基にして、 
資料の分析や 必要に応じたヒアリンバを 実施し、 問題点や対応方策について 検 
証してきている。 

今回の検証作業の 中では、 例えば、 一部の地域においては、 一時保護所や 施 
設の受入れ体制に 余力がなく、 一時保護へのためらいや 措置解除の判断に 影響 
を 与えていた事例、 あ るいは援助に 携わる機関の 人事体制などが 要因でその対 
応を左右した 事例なども存在することが 見受けられた。 このような実情は、 関 
係地方公共団体のヒアリンバの 中でも指摘された。 こうした点にも 留意して 対 

策 に取り組む必要があ る。 

また、 家族の再統合や 家庭の養育機能の 再生・強化に 向け、 虐待を受けた 子 
どものみならず、 親を含めた家族への 支援を的確に 行 う ための在宅支援サービ 
スが 現状では不十分と 言わざるを得ない。 今後、 こうした点も 念頭に置き、 国 
及び地方公共団体において 対策を強化して い く必要があ る。 

さらに、 先般の児童福祉法の 改正に ょ り、 平成丁 7 年 4 月から、 市町村が児 

童相談の第一義的な 窓ロとなったことから、 市町村においても、 この検証結果 
を 参考に児童相談体制の 整備に十分活用して い くことが望まれる。 

一 24  一 




